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プロジェクト 資金決済法等の改正に伴う電子決済手段に係る会計上の取扱い 

項目 第 179回実務対応専門委員会で聞かれた意見 
 

 

1/1 

本資料の目的 

1. 本資料は、第 179回実務対応専門委員会（2026年 7月 21日開催）において聞かれた意見

をまとめたものである。 

 

適用時期及び経過措置 

2. 事務局提案に賛同する。 

 

実務対応報告第 45号の改正案の文案 

3. 「外国信託型第 4 号電子決済手段」について、外国電子決済手段に該当するため、電子

決済手段の利用者が電子決済手段等取引業者に預託しているものに範囲が限られている

との理解でいるが、結論の背景での記載から読み取れないため、記載内容を検討してい

ただきたい。 

 

コメント募集及び本公開草案の文案 

4. コメント募集の質問 2 の外国信託型第 4 号電子決済手段の範囲に関して、電子決済手段

の利用者が電子決済手段等取引業者に預託しているものに限るとしたことについて、説

明に追加することを検討いただきたい。 

5. コメント募集の質問 3 の連結キャッシュ・フロー計算書等における資金の範囲に関する

説明について、第 3 号電子決済手段の裏付け資産の要件の変更についても追加すること

を検討いただきたい。 

 

以 上 


